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１．研究の背景 

 
 少子高齢化、財源制約、環境負荷軽減への要請等の条

件変化に対して、まちづくり、交通の両面において大き

な転換が求められている。既にこうした観点にたってコ

ンパクトシティの推進や公共交通重視の交通戦略等先進

的な取り組み事例がいくつかの都市で見られるし、また

国においても関連法制度が整えられつつある。 
しかしながら、全国的には、地方の多くの鉄道･バスは

依然として衰退傾向にあり、採算面から撤退・縮小に直

面しているというのが実状といえる。こうした中で、一

度は廃線になりかけた地方鉄道を、県・沿線自治体や地

域住民の働きによって新たな形で存続させ、再開後想定

以上に利用者数を伸ばしているケースも出てきている。 
全国有数の車依存型の福井都市圏におけるケースもそ

の一つとみなすことができる。二度の事故によって運行

休止(2001－03の2年間)を余儀なくされ撤退した京福電
鉄に代わって、上下分離に基づく第三セクター「えちぜ

ん鉄道」が引き継ぎ、2003年運行を再開するに至ったが、
約 3年経過した現在、京福電鉄廃線時の毎年 2％の利用
者数減との想定に反し、利用者数を当初目標以上に増大

させつつある。こうした増大傾向にある背景、要因を探

ることは、今後の地方鉄道のあり方あるいは利用促進策

を検討する上で有用な情報を提供するものと思われる。 
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図１ 京福電車運行時から現在までの利用者数の推移 

２．研究の目的と方法 

 
 本研究は、京福電鉄が2年間の運行休止を経て｢えちぜ
ん鉄道｣として再開した直後に行なった著者らによる研

究１） に続くものであり、改めて再開以降3年を経過する
中での利用者増の背景、要因について、特に利用者の属

性や利用特性、意識に着目して明らかにしようとするも

のである。具体的には以下のような点に焦点を当て、そ

の分析、考察を通して、更なる利用促進･活用に向けての

知見を得るとともに、今後の地方鉄道のあり方を検討す

るための情報を提示することを目的とする。 
1） 現在のえちぜん鉄道利用者を対象にアンケート調査
を実施し、現在の利用特性、再開直後の利用状況と

の比較、利用に関する各種意識・意向等を捉え、利

用増の内容、要因等を明らかにする。 
2） 利用者を新規利用層・利用頻度増加層等に層化し、
それぞれの利用特性や意識・意向を比較することに

よって、今後の利用促進の可能性と方策について検

討する。 
3） 鉄道事業者である｢えちぜん鉄道｣の取り組み（表1）
に着目し、利用増に果たしている役割の検証を通し

て、鉄道事業の今後のあり方等について考察する。 
 なお、今回実施した調査の概要は表2の通りである。 

表１ えちぜん鉄道の取り組み 

再開後のえちぜん鉄道の取り組み

・運賃の値下げ（15～20％減）
・ダイヤ改正（随時）
・アテンダントの配置
・朝のラッシュ時の増便
・終電の延長（当初金曜日のみ、
現在週日）
・Ｐ＆Ｒ駐車場、駐輪場の整備
（19駅、全駅）
・レンタサイクル（10駅）
・フィーダー系バス運行

各種施策

・沿線市町村と連携した、あるい
は自主企画・イベントの実施
・チケットの販売（一部運賃の割引
有り）
・グッズの販売
・サポーターズクラブの創設

各種企画・商品

 
表２ 調査の概要 

配布方法

実施日時

三国芦原線

勝山永平寺線

車内配布⇒郵送回収

平成18年11月11日（土）、14日（火）

総配布数
＆回収数

配布数 回収数

786 252（32.1%）
664 244（36.7%）

調査内容 個人属性

交通行動（利用）実態・交通行動実態の変化

電車に対する意識・意向とその変化等

えちぜん鉄道利用者調査
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３．利用者の利用形態の変化－利用増の内容 

 

 鉄道運行休止／代行バス運行時には、京福運行時利用

者数（約 7,900人／日：現行と同じ路線）の約 3割にま
で落ち込んだが、えちぜん鉄道再開直後は代行バスから

だけでなく、自動車運転・送迎からの転換、さらには新

規利用者も加え約7割（約6800人）程度の利用者数であ
った。その後、図1に示すように順調に利用者を伸ばし、
平成 18 年度には京福当時の利用者数を上回る実績（約
8,000人／日）を示した。 
 こうした利用増の内容を捉えるために、現行利用者に

対するアンケート調査結果に基づいて、現在の利用頻度

と、えちぜん鉄道開業当初（約 3年前）の利用頻度の変
化を比較した結果、回答者の約 6割（243人）が利用頻
度増加層であった。 
 利用増加層の中には、えちぜん鉄道開業当初からの利

用者で、利用頻度が増加した層と、開業後に何らかのき

っかけで新たに利用を開始した層が考えられる。そこで、

利用増の内容を詳細に捉えるために、図 2のように利用
頻度変化パターンで層化し、以下層ごとに比較分析する。 

利用頻度増加層

　　46%(173人)

継続利用層

36％（136人）

乗客数

新規利用層

18%（７０人）

開業当初 　　調査時

Ｈ18年11月

利用減少層⇒今回の調査

（13人）　　では取りきれない

 
図２ 利用頻度変化パターンによる層化 

 

 先ず、新規利用層と利用頻度増加層の属性（年齢、職

業）を比較すると、新規利用層は10代を中心とした若年
層が多い(図3)。職業構成をみると、学生と会社員で約8
割を占め、高頻度利用者でもある。つまり、新規利用者

は若年層を中心に通学等拘束的な活動で新たに鉄道を高

頻度に利用するようになった層といえる。一方、利用頻

度増加層は無職や会社員を中心とした 60 歳以上の高齢
者が相対的に多く、現行利用頻度も中頻度、低頻度利用

者が多い傾向が見られる。 

43%

16%

14%

6%

13% 10%

8%

9%

17%

9%

21% 28%4%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新規
利用層
（70人）

利用頻度

増加層
（169人）

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０歳以上
 

図３ 利用増加層と年齢階層の関係 

４．利用増加要因の分析 

 

 利用増の背景、要因を探るために、利用頻度変化パタ

ーン層ごとに利用増加理由と公共交通に対する意識・行

動の変化をみたのが、表3及び表4である。 
 表3より、『新規利用層』は「通学・通勤先の変更」が
約6割、「電車を利用する活動が増えた」が2割となって
おり、新たに目的地が沿線にできた等による自らの活動

環境や交通環境が変化した利用者が多いことがわかる。

このことは、新規利用者の開拓には、駅周辺に会社や病

院、学校などの公共施設等の目的地となる施設を整備す

る、または、新駅設置等による利用圏内者を増やすこと

が有効であることを示唆している。実際に、えちぜん鉄

道では平成19年度に新駅（2駅)を設置する予定であり、
これによって新たに利用圏内者となる住民に事前意向調

査（別途実施）を行ったところ、回答者の６割がえちぜ

ん鉄道の新規利用意向を示した。 
 『利用頻度増加層』は利用増加理由に「電車存続のた

め」と回答した人が4割近く存在しており、また、「えち
ぜん鉄道が好きだから」の指摘も 2割強と多い。こうし
た意識は運行再開直後の調査でも見られたが、存廃議論

を通して利用者や沿線住民の中に醸成された鉄道の価

値・必要性認識が現在も継続し、そうした意識が利用頻

度増という行動に今も結びついている状況を示しており、

興味深くまた示唆的である。 
 また、どちらの層も「えちぜん鉄道を使ってみて便利

と気づいた」が約 2割存在している。このことは、非鉄
道利用者に何らかの鉄道利用機会を与え、一度鉄道を利

用してもらうことが、新規鉄道利用者層の拡大につなが

る可能性があることを示している。また、鉄道利用者に

対しては、現行利用駅以外の駅の位置とその周辺施設情

報の提供・周知、新たな利用パターンの提案が更なる利

用頻度増に有効であることを示唆している。 
 

増加理由 新規利用層 利用頻度増加層

車利用の禁止、
公共交通利用の推進 9% 3%

通勤・通学先が変わった 62% 29%
電車を利用する
日常の活動が増えた 20% 23%

バスが不便になった 3% 18%
燃料費が高騰してきた 6% 6%
終便が遅くなった 9% 7%
飲酒 6% 10%
健康 3% 11%
えちぜん鉄道を使って
みて便利と気づいた 18% 21%

えちぜん鉄道を
応援・好きだから 12% 22%

電車存続のため 11% 37%
環境問題 3% 8%
総計人数 66人 168人  

表３ 層ごとの利用増加理由 



意識・行動の変化 新規利用層 頻度増加層 継続利用層

公共交通は大切 46% 49% 46%

地域に根付いてきた 58% 60% 56%

環境 18% 28% 28%

雨天や冬場の安心 39% 49% 49%

送迎の回数が減った 6% 10% 10%

応援したい 31% 42% 47%

将来必要 31% 52% 52%

家族や子供の
移動に安心

16% 30% 33%

次に、えちぜん鉄道開業から現在までの 3年間で利用
者の公共交通に対する意識や行動にどのような変化があ

ったのかを、層ごとにみたのが表4である。 
どの層も約 5割の人が「公共交通は大切」を、約 6割
が「地域に根付いてきた」を指摘している。前述のよう

に、運行再開後約 3年が経過した現在も、依然として鉄
道利用者は公共交通に対する意識が非常に高いことがわ

かる。 
また、「環境意識」や「鉄道の将来価値」、「家族や子供

の移動に安心」等の鉄道の社会的価値を指摘しているの

は『利用頻度増加層』や『継続利用層』において割合が

相対的に高い。表3の利用増加理由を見ても、『利用頻度
増加層』の方が「健康」「飲酒」「環境問題」を回答する

割合が高く、より「鉄道応援層」でもある。以上のこと

から、特に『利用頻度増加層』は京福電鉄存廃問題から

「えちぜん鉄道」として開業、現在に至る経緯の中で、

鉄道を存続させるという意識に加え、鉄道の将来価値や

環境問題等の意識が芽生え、そうした意識の醸成が態度

の変容を引き起こし、意識的に鉄道を利用するという行

動変容になり、利用頻度の増加につながっていると考え

られる。 
表４ 層ごとの意識・行動の変化 

 
つまり、えちぜん鉄道には「定時性」「運賃」「所要時

間」といった本来的交通サービス面の価値だけではなく、

「環境」や「将来価値」「鉄道の存続」といった鉄道の持

つ社会的価値を重視した利用層が存在することがわかる。

しかも、その社会的価値に対する認識が自発的な利用促

進につながっている。これは、従来とは異なる利用増加

要因ともいえ、えちぜん鉄道が当初目標を超える利用増

加を成し遂げた要因の一つといえよう。 
総括して、鉄道の社会的価値を啓発することは、『新規

利用層』を継続利用させ、利用頻度増加につなげる有効

な手段になりうるといえる。 
 
５．利用者の鉄道サービスに対する評価の分析 

 

 現行利用者の満足度やニーズを明らかにするために、

鉄道サービスに対する各項目に対し、「大変満足」から「大

変不満」までの 5段階で評価を求めた。図 4は各サービ

ス項目に対し「大変満足」と「やや満足」の合計回答比

率を満足度として表したものである。 
 「運賃」や「運行本数」、「駅施設」といった鉄道の基

本サービスについては、利用頻度増加層、新規利用層の

いずれにおいても満足度30％以下、特に他公共交通との
「乗り継ぎ」では満足度20％以下の評価である。 
 再開後これまで鉄道事業は利用者本位に立った種々の

サービス改善に努めているものの、交通手段本来のサー

ビスという点では必ずしも利用者にとって満足いくレベ

ルにない現状を示している。 
層別に見ると、『新規利用層』は『利用頻度増加層』に

比べいずれの項目でも満足度が低くなっている。『新規利

用層』は、若年層が多く、不満を感じながらも利用せざ

るを得ない拘束的利用が多くを占めているためと考えら

れる。 
 一方で、「職員の接客態度」はどの層からも6割以上の
満足度を示していることが注目される。「総合満足度」は

それぞれのサービス項目の評価が低いにも関わらず5割 
を超えている。サービス項目をアイテムとし数量化Ⅱ類

分析を行ったところ、的中率81％で「接客態度」の寄与
率が第1位であった。「運行本数」や「運賃」など基本サ
ービスでの満足度は低いが、「接客態度」がそれをカバー

し、利用者の総合満足度を上げていることがわかった。 
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 利用者本位に立つと、基本的には先ず交通手段本来の

サービスを向上することが第一義である。しかしながら、

少なくとも現状では採算の面から、直接経費のかかるサ

ービス改善に対し先行的に投資することには限界がある。

こうした制約の中で、｢えちぜん鉄道｣は「移動という商

品をお客様に買っていただく」、そのための「B to 
C(Business to Consumer)」という経営理念を掲げた取り
組みを実践している。その主要な取り組みの一つが｢接

客｣であり、利用時における快適性向上への努力である。

利用者の満足度評価、利用頻度増の理由等を見る限り、

こうした鉄道事業者の取り組みが、鉄道支援意識を継続

的に維持させ、利用増という成果をもたらしているもの

と推察される。つまり、過度な車依存状況にあって、な
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すでに、鉄道に対する意識が行動にも反映して
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図６ 各層ごとの利用増加可能性総括図 

個人属性 満足度 移動制約

利用増加
意向あり層

中年層：多
中・低頻度利用：多

相対的に不満度
大

使える車あり：
47％

おかつ採算という厳しい経営条件下にあっても、取り組

み如何では利用者を増大させる可能性があることを実証

しており、今後の公共交通事業のあり方を考える上で貴

重な事例を提供している。 
 

６．利用者の今後の利用意向 

 

 現行利用者の今後の利用意向について、「条件次第では

今以上に利用する」と指摘した層は、全体の 23％（106
人）を占め、その特徴を示すと表5のようになる。 
 

表５ 「条件次第で今以上に利用する」層の特性 

 
 「条件次第では今以上に利用する」層は、車利用可能、

つまり選択的に鉄道を選択している人の割合が相対的に

高い。こうした層の鉄道のサービスに対する評価を見る

と、特に、「運行本数」や「運賃」「駅施設」などの本来

的交通サービスに対する不満度が強い層でもある。逆に

言えば、この層はこれらのサービス改善の効果が期待で

きる層とも言える。 
 

７．利用促進としての企画・イベントの評価 

 

 えちぜん鉄道は、利用促進の取り組みとして、沿線市

町村や各種団体と連携した企画・イベントに積極的に取

り組んでいる。こうした取り組みと利用増との関連性を

見ると、先ずこうしたイベント等に「参加したことがあ

る」は回答者全体の18％とかなり存在していることがわ
かった。さらに、「参加経験あり」の半数以上が「えちぜ

ん鉄道の利用増加につながった」とし、7％の人が企画・
イベントへの参加が「初めて鉄道を利用した」層である

ことが注目される（図5）。企画・イベントが新規利用者
の開拓に有効に働いていることがわかる。 

表 3で「鉄道を使って便利と気づいた」ことが利用増
加につながった層が存在することを考えると、企画・イ

ベントにより鉄道利用機会を提供することが、利用促進

に有効に結びついていることがわかる。 
 

図５ 企画・イベントへの参加と利用頻度変化の関係 

 

８．まとめ 

 

 本研究では、えちぜん鉄道運行再開後 3年が経過した
時点での事後評価として、利用増加の要因を分析し、今

後の利用促進の可能性について検討した。 
主な成果として、１)利用増加層を利用頻度変化パター
ン、利用頻度増加幅によって層化し、それぞれの特性よ

り、利用増加の内容、要因を明らかにするとともに、特

性に応じた利用促進の方向性を提示した（図6）。２)共通
して言えることとして、利用者の公共交通に対する意識

の高さと、接客等二次的交通サービスの質向上に対する

取り組みが利用増加の背景にあること等を明らかにした。 
 今回は、利用者に着目し、その利用特性面に限定して

分析・評価したが、今後は、沿線住民の意識・行動、沿

線の変化に着目した分析・評価を行う必要がある。 
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